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イオンフィナンシャルサービス
DX戦略



自社を取り巻く外部環境と中期経営計画
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１．外部環境と課題

不確実な経済・社会情勢

VUCA時代
経済圏ビジネスや異業種参入

競争激化
新型コロナウイルス感染症による

生活様式と需要の一変
デジタル技術革新の進展

既存事業の陳腐化の加速外部環境

当社グループの
経営課題

国内事業の成長鈍化
他社に比して

積極的投資の遅れ
個別最適の利益追求

機能重複による高コスト体質

当社
中期経営計画 第二の創業：バリューチェーンの革新とネットワークの創造

外部環境の変化やお客さまニーズの多様化へいち早く対応していくため、
第二の創業と位置付け、バリューチェーンの改革とネットワークの創造によってイオン生活圏を構築する。

ビジネスモデルの変革なしにビジネス成長なし



ビジネスモデルの改革
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２．中期経営計画：バリューチェーンの革新とネットワークの創造

従来よりグループの強みであるリアル接点を中心としたビジネスモデルから、
デジタル接点を融合したOMO型のバリューチェーンからなるモデルへと変革することでグループ内でのLTVを最大
化を図る。

リ
ア
ル

デ
ジ
タ
ル

データ（=集める）タッチポイント（=わかりやすく） バリューチェーン（=デジタルウォレットを起点に）

最適な
顧客接点

ショッピング

保険

最適な
コンタクト
センター

シンプルな
アプリ

シンプルな
HP

デジタルウォレット
起点

クレジットカード情報

イオン銀行情報

その他
グループ保有情報

データ活用基盤

最適な
保険提案

データ取得

LTV
最大化

投資信託

×

対面相談
予約案内

オンライン
相談

UP!

ご利用状況に応じて

ご利用可能
枠増額案内

UP

ショッピング

データからお客さまを理解し、
一人ひとりのお客さまへ、
最適なタイミングで提案する。

収集・統合・連携



DX重点施策と推進ステップ
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3．DX推進の方向性

ビジネスモデルを変革し、新たな顧客価値を創造するため、次のステップでグループ横断的DXを推進。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

シンプル＆シームレスな
お客さま接点の構築

• タッチポイントの整理

• データ活用基盤の構築

• オペレーションの効率化・省力化

データの分析による
お客さま理解と利便性促進

お客さま体験価値の創造

• デジタルチャネルの機能強化

• UI改善

• デジタル技術・AI活用による
業務プロセスの効率化・自動化

• 一人ひとりのお客さまニーズに
応じた最適な金融商品の提案

• R&Dを通したイノベーション挑戦

• データドリブン経営

DXを推進する 人材の育成 ・ 体制の構築 ・ 企業文化の醸成



デジタルベースのタッチポイント設計

5

４．重点施策：タッチポイントの整理

イオンウォレットをデジタル金融サービスの核にお客さまとのタッチポイントを形成、
各グループサービスへ連携し、お客さまへクロスセルアプローチ。

AEON WALLET

2023年9月
リニューアル予定

当社グループのHubアプリへ変革

✓ 多彩なサービスからイオン生活圏へ送客
✓ CDP事業による収益拡大

保険
加入

少額
保険

口座
開設

金融
商品

相談
予約

カード
サービス

クーポン

個人間
送金

AEON
Pay

生活
サポート



お客さま目線のシンプルなタッチポイントへの変革
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４．重点施策：タッチポイントの整理

これまで事業別・部門ごとに企業目線で設計・拡張してきたタッチポイントを、お客さま目線でシンプルに、
いつでもどこからでもワンストップなサービス提供を実現。

多

少

取引件数

利便性
スピード感

有人による
安心サポート

顧客体験

期待効果

これから
お客さま目線（＋グループ目線）

決済事業

銀行事業

保険事業

• 事業別、部門別にタッチポイントを設計
• 事業間の連携不足

コール
募集

カウンター
Web
site

アプリ

コール店舗
Web
site

アプリ

コール店舗
Web
site

アプリ

デジタル

店舗

Websiteアプリ

コンタクト
センター

これまで
企業目線、個社目線

リアル

お客さま

お客さま

• デジタルとリアルを融合し、いつでもどこでも
グループサービスをシームレスに利用できる

グループ各社における
タッチポイントに関連する

システムへの

二重投資を削減

グループ各社における
関連部門を統合し

管理運営体制を効率化

デジタルベースの
タッチポイント構築による

オペレーションの省力化



新たな顧客価値提供

競争力のあるデータの一元化と戦略的活用
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４．重点施策：データ活用基盤の構築

グループが保有するお客さま生活に密着した価値あるデータを一元的に管理するDWHをクラウド上に構築、
データからお客さまニーズ・ウォンツを把握し、価値提供へとつなげる。

SM事業

GMS事業

ディベロッパー事業

・・・

イオンカード

WAONPOINT

マネーサイト

電子マネーWAON

イオン銀行口座

AEON PAY

会員情報 決済情報

店舗数
2万超

イオンウォレット

iAEON

アプリ情報

マネーサイト

DWH

内部顧客ID

データ名寄せ

旧DWH

新設

データの分析と活用



国際事業におけるデジタル金融包摂への取組み
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４．重点施策：国際事業におけるデジタル金融包摂の取組

海外各地域でのデジタル成熟度およびビジネスの業容に合わせたDXの推進。

重点取組 各国での取組

デジタル金融包摂
の推進

ウォレットアプリでの
デジタル対応機能・サービス

拡充
e-KYCの導入による
オペレーション効率化

デジタルバンクの開業

事業領域と商品
の拡大

保険事業における
デジタル強化

クレジットカード顧客に
対する保険商品の
クロスユース推進

AI活用の高度化による
ナノファイナンス事業強化

BNPLの新規導入



DX人材像と育成プログラム

４．重点施策：DX人材育成

全従業員のDXリテラシー向上に向けた育成プログラムを始め、DXを実行する人材を育成・増強し、組織横
断でDX推進をリードできるマネジメントスキルの習得を目指す。

自己申告者・
推薦者

（ポテンシャル人材）

IT専門職者

全従業員

育成対象者DX人材像の定義 育成プログラム

外部採用も検討DX
推進人財

DX/IT
専門人財

DX
活用人財

専門性を活かし、
DXを活用した課題解決への
企画の具現化・支援ができる

実務における課題に気づき、
DXを活用した新たな価値・体
験を創り出すことができる

• DXの重要性を認識し、お客さまやビジネスに
もたらす価値を理解できている

• DXを自分事と捉え、活用のための知識やスキ
ルを身に着けている

DX活用人財
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DXリテラシー
アセスメント
（適正チェック）

E-learning

DX推進人財 DX/IT専門人財

実践研修

ハンズオン研修

ハンズオン研修

ビジネスアーキテクト フロントエンジニア

データアナリスト

データサイエンティスト

データエンジニアリング

…



DX推進会議の設置
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４．重点施策：DX推進体制の構築

DX推進会議にてグループ横断的観点から事業創造と業務改革を企画・検討する組織体制を構築。

取締役会

DX推進会議

重要な業務執行状況を報告

会議体構成者

代表取締役社長

取締役会長

各部門/グループ子会社

決議

協議

報告 各種分科会DX推進会議事務局

提言、サポート

DX推進会議
横断案件の推進
個別案件のモニタリング助言

参画

参画

提案・報告

※DTO：Digital Transformation Officer

議長/DTO 経営企画
担当

オペレーション
担当

システム担当
人事総務
担当

経営管理
本部長

指示

指示

指示

ブランディング
担当

決済事業 兼 ファ
イナンス事業担当



ITシステム部門の体制整備
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４．重点施策：DX推進体制の構築

グループのプライオリティに沿って実行実現性を高めるためITシステム部門を実行型へシフト

現状 今後

グループ各社の統制・管理

管理

実行

システム開発・運用

AFSグループ各社

疎

ITガバナンス強化、シナジー創出

（共にシステムを作る、共にシステムを運用する）

効率化 品質担保

セキュリティ強化人材交流・育成 ・・・

グループ全体の協創 一体感



DXを推進する企業文化醸成に向けた組織・仕組み構築
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４．重点施策：DX推進体制の構築

事業部門とIT部門の協働でイノベーションに向けたPoC推進の仕組みを構築。

事業部門

既存部門を巻き込んだ
PoC実行

IT部門

企画 事業化

調査

分析試行

検証
スピーディな
仮説検証を
サイクル実行

評価

研究開発とPoC推進の仕組み

事業部門・IT部門との連携

既存部門への変化と成長の拡大

隠れたアイデア・仮説の検証と具現化

PoCに関わる予算措置

利益にとらわれない創造性の発揮

中長期的な視点でのビジネス創出

事業化見込みの評価と
実績への反映

継続的な取り組みの定着

積極的な挑戦の活性化

持続的な
顧客体験の向上

デザイン思考
アジャイル
開発

創造性発揮 継続的挑戦

組織文化の醸成



目標指数
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５．DX推進におけるKPI指標

2025年までに以下４つの定量・定性目標指標の達成を目指す。

デジタル会員数（国内）

1,682万人 2,３０0万人

問い合わせデジタル完結率（国内）

72% 85％

DWHの完全クラウド化

DX推進人材
＋IT専門人材

300名

教育受講比率

100％
※イオンフィナンシャルサービス及び
イオン銀行の全従業員の約7%

顧客対応業務の

完全デジタル対応化

※デジタル会員：イオンフィナンシャルサービス及びイオン銀行のアプリ/Web会員



2025年までのロードマップ
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６．ロードマップ

LTV最大化

AFSグループの
データ整備

タッチポイント起点となる
デジタルの構築整備

グループデータを活用した

デジタルチャネルの機能強化
UI改善

グループデータを活用し
お客さま一人ひとりへ

最適な金融商品を最適なタイミングでご提案

タッチポイント変革 データ変革×

新たな
顧客価値の提供

データ分析と活用

インフラ構築・整備 2023年～

2024年～

2025年～

経営の意思決定迅速化
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